






























































































（57）　See Robert Martinson, “What Works? ─ Questions and Answers about Prison 



































範囲内（ただし、処断刑の短期が 1 年未満であるときは、これを 1 年とする）にお
いて長期と短期とを定めて不定期刑を言い渡すことができ（59条）、更に、不定期













































































































































































































































（78）　最決昭和29・ 6 ・30家月 6 巻 7 号89頁、最決昭和34・ 7 ・ 3 刑集13巻 7 号1110
頁・家月11巻 9 号124頁参照。











































の刑期が 7 名（なお、 2 年以下の刑期の者はいない）、 3 年を超え 5 年以下の






























49％以下の者が 0 名、50〜59％の者が 1 名、60〜69％の者が 1 名、70〜




























　この点にも関連して、第 2 に、短期の 3 分の 1 の刑期経過後における仮










総数 49％以下 50〜59％ 60〜69％ 70〜79％ 80〜84％ 85〜89％ 90〜94％ 95％以上
平成15年  20 0 2 0 8 3 1 5 1
平成16年  35 0 0 4 22 3 1 4 1
平成17年  41 0 0 4 13 10 8 4 2
平成18年  40 0 0 6 10 10 8 5 1
平成19年  50 0 0 1 6 21 8 11 3
平成20年  60 0 0 2 13 13 12 11 9
平成21年  43 0 0 2 2 14 16 7 2
平成22年  41 0 0 1 7 9 10 9 5
平成23年  46 0 1 2 6 8 15 10 4
平成24年  31 0 1 1 1 5 9 11 3








































































































































































































1 号）。 （Siehe Friedrich Schaffstein/Werner Beulke/Sabine Swoboda, Jugendstrafrecht: 
Eine systematische Darstellung, 15., aktualisierte Aufl., Kohlhammer, 2014, S. 165 
ff.; Alexander Böhm/Wolfgang Feuerhelm, Einführung in das Jugendstrafrecht, 4. 
Aufl., C.H. Beck, 2004, S. 217.）。ただし、日本とは異なり、実数も多い。例えば、
2012年の少年刑法による全判決件数に占める少年刑言渡しの割合は、91,695人のうち
14,803人で16.1％であった。（Siehe Statistisches Bundesamt （Hrsg.）, Rechtspflege, 


































（93）　Klaus Laubenthal/Helmut Baier, Jugendstrafrecht, Springer, 2006, S. 280.
（94）　なお、1941年にナチス政権下で少年に対する相対的不定期刑が導入されたドイ
ツでも、法的観点からの疑義と共に、有効性・実効性の欠如が示された結果、おお
よそ半世紀の間運用された後に少年裁判所法第 1 次改正法（Erste Gesetz zur 
Änderung des Jugendgerichtsgesetzes, 1. JGGÄndG）により1990年に廃止されてい


























（73）643頁参照。八木判事は、例として有期刑については刑期の 5 分の 1 の経過を
要件とすることを挙げている。
24　　早法90巻 4 号（2015）
和23年少年法時代の運用のされ方を反映した形で規定が整備されたと言え
る。しかしながら、勿論、不定期刑の「処分的要素」を強調した大正11年
少年法時代の運用の仕方は、現在では許容されないだろう。須々木主一教
授は、現行法制上の不定期刑について、「手段としての相当性・補充性」
の観点から、「理想的形式をととのえた制度であっても、その運用が適切
でなければ、所期の効果を発揮しえないであろうから、結果だけからみて
当該制度を排斥するというのは理論的には本末の転倒であろうが、人的・
物的にみてその理想どおりの運用を期待するのが無理な状況にあるとすれ
ば、たとい制度的構成は理想に遠くとも、むしろ弊害を回避しうる次善の
策を考えることも実践的帰結としては必要である」と述べられる
（96）
。そう考
えると、少年に対して有期刑を科す場合に、定期刑とした上で、仮釈放の
要件の十分な緩和を図るのが「次善の策」として適切なのではないだろうか。
　他方で、民法上の成年年齢の引き下げも現在、議論の俎上に載せられて
おり、少年法上の成人年齢も無関係ではないと論じられている。仮に、成
人年齢が引き下げられれば、不定期刑の対象者も今より大幅に減少するこ
とになろう。
　今後も不定期刑を存続させる意義があるのか否か、更なる検討を要する
ものと考える。
（96）　須々木・前掲注（16）117─118頁。また、小川は、「不定期刑制度そのものが望
ましいのではない。そのなかに胚胎した制度すなわち半自由拘禁、保護観察、パロ
ール出願権、判決前調査、処遇裁判所などの制度がのぞましいのである。形骸だけ
を採ってもなんにもならない」と指摘する。（小川・前掲注（89）304頁）。
